自治大学校の改革・改善、サービス向上運動のこれまでの具体的成果（２００７年７月～１１月）

Ⅰ　一課程一サービス向上
１　１部・２部特別課程第２０期（主として女性を対象としたコース）

１０月１日に俵萠子さんを招いて講話と懇親会

１０月４日に２１世紀職業財団村上文専務の特別講義と卒業パーティー参加

２　１部課程第１０９期（平成２０年度後期）
骨太方針２００６、２００７関係の講義を充実（全体と経済成長戦略、歳出歳入一体改革、税制の抜本改革を内閣府岡本全勝審議官に、社会保障改革を慶応大学跡田直澄教授に、教育改革を政策研究大学院大学岡本薫教授に、公共投資の改革を国土交通省の西脇隆俊審議官に依頼中）

３　平成19年度後期の1部、2部、3部課程全体

11月7日に慶応大学教授（前鳥取県知事）片山善博氏の特別講演
４　平成19年度後期からの２部課程など

演習指導に自治省ＯＢのボランティア講師制度を導入

Ⅱ　特別講演会と施設視察会、市民公開講座などの実施
　　 １１月７日の慶応大学教授（前鳥取県知事）片山善博氏の特別講演、1月21日の早稲田大学教授（前三重県知事）北川正恭氏の特別講演や末吉前北九州市長の特別講演（時期未定）に合わせて、周辺市町村職員、卒業生、一般住民、各地方自治体東京事務所職員などにも参加を呼びかけて公開講座を実施。合わせて、地方自治体関係者の施設視察や研修生激励を実施
Ⅲ　来年度から新たに「新時代・地域経営コース」を創設
地方分権改革や地方税財政改革の動向、新しい財政健全化法への対応、公会計改革の実践、資産・債務改革のあり方、ＮＰＭ総論、住民協働、市場化テスト、ＰＦＩ、地域力創造などの最先端の地域経営手法について集中的に研修を行う3週間程度の新たなコースを創設し、特に、研修生の未派遣団体や増加派遣団体に対して研修生派遣を要請
Ⅳ　来年度から政策研究大学院大学（修士課程、科目履修生）との連携を試行実施（予定）
Ⅴ　大臣、副大臣などによる特別講話の実施

１　増田総務大臣の視察と研修生に対するミニ講話の実施（９月１９日）

２　谷口総務副大臣の視察と研修生に対する講話の実施（11月中旬予定）

Ⅵ　来年１月の人事課長、研修所長会議のあり方を検討中
総務省の平成２１年度主要施策に関する講演、北川前三重県知事の地方自治体の人材育成に関する特別講演と市民公開、体験宿泊、体験聴講や施設視察会の実施、地方自治体の人材育成方策に関する意見交換会の実施などを検討中
Ⅶ　その他のサービス向上
１　自治大施設視察、体験聴講等の推進（佐賀県知事、和歌山県副知事、数人の市町村長、１０程度の県・市の東京事務所長など）

２　校長講話の実施方法変更（一次限のみ必修とし、追加は研修生の希望より、希望項目について実施するなど）

３　校長の演習指導方法の改善（特定班指導から、出来るだけ多くの班の議論に参加する方式に変更）

４　「校長室訪問デー」の実施

Ⅷ　内部改革など

１　校歌の歌詞額の作成と講堂、応接室、校長室への掲出、入校式における校歌斉唱（従来は卒業式のみ）
２　出来るだけ多くの職員の入校式、卒業式への参加
３　職員の名札の常時着用と明るい挨拶の励行
４　研修生からの苦情、相談、連絡メールの投稿システム整備
５　職員による改革・改善運動（ビジョン・ミッションアンケート調査など）の取り組み開始

地方自治体幹部への直接語りかけの実績（平成１９年７月～１１月）
Ⅰ　知事、市町村長、総務部局長、人事・財政・税務・市町村担当課長などの幹部に対して、人材育成の重要性及び理念の再構築、システム拡充の必要性を直接語りかけ

　　１　全国総務部長会議での発言（平成19年8月21日）

　　２　校長書簡（印刷書簡と面識ある方には直筆書面）の発出（平成19年秋）

　　３　首長などへの電話や直接訪問（随時）

　　４　自治大学校への幹部職員の訪問促進
Ⅱ　語りかけの内容

　　１　行革・定員削減と人材育成の拡充はセットで
　　２　定員削減の人件費削減効果の1割でも、人材育成の強化に
　　３　各自治体または管内市の派遣状況の全国における位置
　　４　新課程を中心に自治大学校のこれまで以上の活用促進
５　一日自治大学校の開催について

６　市町村の広域または共同による人材育成方策の構築に向けて

地方公務員への直接語りかけの実績（平成１９年７月～１１月）
Ⅰ　自治大学校ホームページの充実（校長書簡、校長のブログやホームページの紹介など）

Ⅱ　校友会活動の活性化
１　校友会総会における校長発言、卒業生への語りかけ

２　校友会活動の活性化

３　校友会メーリングリストの活性化（参加者の増加対策と情報提供の強化など）

Ⅲ　個別地方自治体への出前講義、有志勉強会における語りかけ
Ⅳ　「一日自治大学校」の開催（準備中）

　　１　有名大学教授による地方分権や地方税財政改革に関する講演

　　２　自治大学校長による人材育成や自治大学校の経営改革に関する講話

　　３　若手教授陣による最近の新たな課題（公会計改革、新財政健全化法など）に関する講義

　　４　地方公務員の人材育成システムのあり方に関するパネルディスカッション

　　５　都道府県職員及びその管内の市町村職員を対象

　　６　福島県、和歌山県などと開催について協議中
